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『令和6年度 中小企業等デジタルスキル向上支援事業』
事例集

《バックオフィスの業務改善》

CASE01 道路サービス株式会社 ［建設業］

【MakeLeaps 導入】

CASE02 九建設計株式会社［土木建築サービス業］

【PCA Hub 給与明細/PCA Hub 年末調整導入】

《ユーザー対応のデジタル化》

CASE03 GYM SHERPA［生活関連サービス業 娯楽業］

【hacomono 導入】

CASE04 民宿城山［宿泊業］

【QRfood 導入】

《社内業務の効率化》

CASE05 株式会社ベーシッククリーン［清掃業］

【kintone 導入】

CASE06 日本連合警備株式会社［警備業］

【ODIN 動態管理導入】

CASE07 大分ビル管理株式会社［設備管理業］

【Salesforce 導入】

CASE08 株式会社大分中央コンサルタント［建設業］

【RemoteView 導入】

05-06

07-08

09-10

11-12

13-14

15-16

17-18

19-20

令和6年度中小企業等デジタルスキル向上支援事業の愛称はデジスキ。

デジタルスキルの略称でだけでなく、「デジタルが好き」、「デジタル業

務効率化のスキームを考え実行する人」といった解釈も含まれています。

はじめに

昨今「DX」というキーワードが飛び交う中、大分県の中小企業は人材不足やデジタルツー

ルの整備不足により、デジタル化に取り組むことが難しい現状があります。本事業では、企

業が顧客や市場の変化に対応し、生産性を高めるためのデジタル化を支援しています。具体

的には、ITツールの導入支援やOJTを通じてデジタルスキルを持つ人材の育成を行いました。

この事例集には、実際にどのようなデジタルスキルが身についたか、今後どのようなデジタ

ル人材を育てたいかがまとめられています。企業が目指す「ありたい姿」やそのための「自

社課題の可視化」を行い、単なるツールの導入に終わらず、効果的な支援を用いることで、

生産性向上や新たな価値を創造することを目指しています。

皆様の参考になれば幸いです。是非ご覧ください。
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令和6年度中小企業等デジタルスキル向上支援事業概要

対象者 ・大分県内に事業所を有する中小企業、小規模事業者
・昨年度同事業で採択された企業でないこと

対象となる

クラウドサービス

支援内容

募集期間

事業期間

コミュニケーションツール、顧客管理、給与計算、勤怠管理、テレワークなどの
SaaS(ソフトウェア アズ ア サービス)
※詳しくは「SaaSとは？」を参照

クラウドサービス導入に関する費用支援…1社25万円（税込）まで
※採択後の導入から2025年3月末までに発生した費用

クラウドサービス導入後の伴走支援
全2回（1回約1～2時間）のデジタルスキル伴走支援
※現地もしくはオンラインにてOJT

2024年8月20日(火)～2025年3月31日(月)

2024年8月20日(火)～2025年1月24日(金)予定
※申請上限に達したため、2024年11月21日(木)で募集終了

10月下旬

～11月上旬

今事業の申請時に「自社の思い描く理想の会社や社員の姿(会社のビジョン)」「現状の悩みや課題」「人材
育成計画」をお考えいただき、その申請内容を基に事業を進めます。またツールを使いこなすための「伴走
支援」の実施が本事業の大きな特徴です。

SaaSとは？
SaaS(サースまたはサーズ)とは、インターネットを通じて使うことができるソフトウェアのことです。従来
は、ソフトウェアをパソコンにインストールする必要がありましたが、SaaSではインストール不要で、Webブ
ラウザなどからすぐに使えます。
SaaSを利用すると、最新の機能が自動的に反映され、セキュリティ対策も提供会社が行うため、安全に使え
ます。また、ソフトウェアを購入するのではなく、月額や年額で利用できるため、初期費用を抑えて導入し
やすいのが特徴です。

申請
事業の流れ

申請内容をもとに、採択された事業者様の環境に
合わせて、デジタルスキルの 向上を目的とした
スキルアップ支援を行います。
※詳細は次ページ「具体的な支援内容について」にて

「伴走支援」とは？
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Software as a Service

11月上旬

～2月した旬
10月下旬

～1月上旬

10月中旬

～1月上旬
3月中旬～下旬

申 請
書類審査

採択

クラウドサービス
導入

伴走支援
アンケート回答・

支援金申請



具体的な支援内容について

本事業に申請し、採択されたのちにSaaSツールの導入経費及びその他導入のサポート等の費用に対し
て支援します。
導入ツールがクラウドサービスでSaaSツールであれば指定はございません。
もし導入検討しているものがSaaSか判断できない場合は、メーカーや事務局までお問い合わせいただ
いたりするケースが多いです。
またパソコンやタブレットなどのハードウェア機器への支援は対象外です。

申請・採択数〈申請 91社 採択 90社（辞退9社）〉

業種別申請数
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1

2

費用支援の対象範囲及び期間は、採択後の導入～2025年3月末まで利用した費用です。支援費用の算
出方法は、導入ツールの料金プランや請求サイクルによって支援範囲が異なります。
(例)料金プランが月額の場合：導入した月～2025年3月末まで利用した費用

料金プランが年額の場合：年額料金を月単位で按分し、採択ののちに導入した月～
2025年3月末までの利用分を換算した費用

まず支援内容の一つである「伴走支援」とは、導入したツールを利用するためのサポートや、継続利
用に向けたサポート、導入したツールを使いこなす人材育成の支援を行います。
具体的には、

• ツールを利用するために必要な知識や操作を身に付けてもらう
• 操作方法のノウハウを自社内で完結できるようになってもらう
• 導入したツールの理解度を高めてもらう
• 導入したツールで自社内の課題を解決するスキルを身に付けてもらう

等の内容を、事業申請時に考えていただいた「人材育成計画」の内容を基に打ち合わせして伴走支援
の内容を決めます。

クラウドサービス導入に関する費用支援

「伴走支援」について

● 建設業 19（20.8％）

● サービス業 16（17.6％）

● 卸売り業、小売業 11（12.1％）

● 医療、福祉 12（13.2％）

● 学術研究、専門・技術サービス業 7（7.7％）

● 製造業 6（6.6％）

●その他 5（5.5％）

● 宿泊業・飲食サービス業 4（4.4％）

● 生活関連サービス業・娯楽業 4（4.4％）

● 電気・ガス・熱供給・水道業 2（2.2％）

● 情報通信業 2（2.2％）
● 運輸業・郵便業 1（1.1％）

● 金融業・物品賃貸業 1（1.1％）

● 教育・学術支援業 1（1.1％）

(他に分類されないもの）





目指す姿 ビジョンが達成できない要因・課題

成果社内にてデジタル人材をどう育てていくか

導入したツール

C A S E

Webサイトは
こちら

代 表 藤島 智彦

所在地 大分市曲1130番地の1

社員数 17名

資本金 2000万円

創 業 1986年
U R L https://douro-s.co.jp/
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建設業 道路サービス株式会社

請求書発送に関わる時間とコストの大幅カットに成功

道路に関するさまざまな工事を担い、大分の人々が暮らし
やすい町づくりへの寄与、そして大分県の発展に少しでも
貢献できるよう、地域に寄り添った工事に全力を注ぐ。ま
た安全管理を徹底し、丁寧な社員教育から事故のない工事
に取り組む。

社内のデジタル化の推進と従業員のスキル向上、業務効率化の
第一歩として、請求書の電子化を開始することで、郵送費削減の
実現をかなえる。このシステムの導入により、データの即時性と
精度が向上し、経費削減に加えて業務効率も大幅に改善するの
で、これを契機に、さらなるデジタル化の展開を進め、企業の運
営コストを削減し、業務プロセスを効率化することで、全体的な生
産性向上を目指す。

• 電子請求書システム導入後、社内のデジタルスキル向上のため、基
本的なITトレーニングを3 年間で段階的に実施。

• 情報の可視化
• DX に対する情報・意識不足
• 請求書などをはじめ書類の保管方法
• デジタル社会の時代の変化に伴う対応

• 請求書送付作業のデジタル化に
よる時間とコスト削減、ペー
パーレス化

• 社内へのDX の意識向上

MakeLeaps

請求書や見積書などの書類作成を簡単に行える

クラウドサービス。電子帳簿保存法やインボイ

ス制度に対応し、外貨やバイリンガル対応も可

能。銀行口座の入金情報を自動取込し、入金消

込をワンクリックで操作できる。

さらに、Salesforce やkintone などの外部シ

ステムとの連携も充実しており、業務の効率化

をサポート。

道路サービス株式会社
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背景と課題 人材育成とツールを使用した感想は？

本事業で感じた効果やメリットなど？ 将来の展望について

毎月の決まった作業が激減 毎月の決まった作業が激減

勤務時間を有効に使い、

より丁寧な業務を心がけて

代表取締役

藤島 智彦氏

CASE 01 道路サービス株式会社

業務に合うツールがあれば積極的に検討
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MakeLeaps を導入して２～３カ月が経ち、毎月末に
請求書の発送手配に追われていた慌ただしい時間
から解放されました。送付状、宛名印字、封入作業
がなくなった今、請求書にかける時間は大幅に短縮
し、ツールの使いやすさも特に問題なく稼働できてい
ます。MakeLeaps で電子送信すると先方が開封した
かどうかがこちらでも確認できるので、お客様がダウ
ンロードできていない場合はすぐに再送することもで
きます。ただ、スポットで発生する案件については郵
送が必要になることもありますので、一部郵送を併
用しながら手配しています。

伴走支援では、ツールの使い方で不明な点の相談
や、またクラウドやセキュリティについてのレクチャー
もしていただきました。

請求書の送付には、請求書の出力、送付状の作
成、宛名印字、封入など、毎月の作業に意外と手間
がかかるものです。特に系列会社で請求書を発行
する量が増え、今まで一つ一つ手作業で郵送の準
備をしていましたが、だんだんと追いつかなくなり、
また郵便局の土日の配達がなくなってしまったことも
あり、速達を利用することもたびたび増えてきました。
加えて、先にFAX で送信を求められる取引先もあり、
請求書の手配だけで経費と時間がかかるため、まだ
まだアナログな作業が多い社内業務にDX を取り入
れる第一歩として、本事業を活用した請求書の送付
の電子化に取り組むことにしました。以前DX 関連の
展示会でさまざまなサービスや商品を見て、少しで
も作業効率化につながればと思い、「MakeLeaps」の
導入を決めました。

一番大きな効果は、大幅な作業時間の削減です。
今までは毎月の請求書発送日には、郵便の回収時
間までに間に合うよう、ミスなく、かつ迅速に作業をし
なければならなかったので、慌ただしい時間を過ごし
ていました。MakeLeapsを使うようになってからは、時
間に追われるストレスも減り、削減された時間の分、
ほかの業務を今まで以上に丁寧に時間をかけること
ができるようになりました。郵送料についても、これま
で負担が大きくなっていた速達代金分が経費削減に
つながっています。

最近では取引先の企業からの請求書も、メールで
受け取ることが多くなってきました。世の中の流れに
合わせて、少しずつデジタル化できる部分は対応して
いきたいと思います。

MakeLeaps に慣れてきたこともあり、その利便性を
実感するようになりました。現状では請求書の発送
業務に留まっていますが、デジタルツールの活用に
ついては社内に取り入れるべき部分はいろいろとあ
ると思いますので、業務の実態に合った部分でDXを
導入できるところは積極的に取り組んでいきたいと
考えています。

システムも新たなものにどんどん進化していくと思
いますので、本事業を通じて相談できるきっかけに
もつながりました。新商品やサービスなどについて
情報を教えていただきながら、弊社の業務の中に
マッチするものを検討する機会を今後もつくっていき
たいと思います。



目指す姿 ビジョンが達成できない要因・課題

成果社内にてデジタル人材をどう育てていくか

導入したツール

C A S E

Webサイトは
こちら

代 表 平川昌寛

所在地 佐伯市大字上岡2270番地

社員数 62名

資本金 1000万円

創 業 1967年
U R L https://www.q-ken.co.jp
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土木建築サービス業 九建設計株式会社

社員の提出書類もデジタル化し、業務に集中できる環境を

道路や河川、橋梁・トンネルなど、私たちの社会に欠かす
ことのできないインフラ整備に豊富な実績を持ち、測量・
補償・土木設計を通じて地域の活性化に貢献。近年は斜面
防災調査・診断、土木構造物の点検・補修設計など、防災
や環境保全に関わる業務にも力を注いでいる。

給与明細等をデジタルに移行し、ペーパーレス化へ。従業員それ
ぞれが年末調整控除申告書の各種書類のデータ入力することで
書類作成の時間削減になり、管理者側は書類回収や確認作業
等の時間の削減につなげたい。

またデジタル化による利便性の向上により、リモート勤務など働
き方の変化にも対応していける会社を目指し、若い世代の人材
確保にもつなげたい。

• 給与や年末調整控除申告書など、社員個人に身近な書類のデジタ
ル化を進めることで、社員全員が利便性や効率化を考えるきっかけ
をつくり、他業務でのデジタル化の可能性を考え、働き方や業務効
率化に取り組める仕組みづくりを目指したい。

• 担当者が定期的にクラウドサービス等のデジタルの分野について情
報収集をしていき、社内で情報発信をして知識を蓄えていくことでデ
ジタル人材を育成していきたい。

様々なデジタルツールがある中で自社
業務の効率につながるツールを探すの
が難しいと感じる。そもそも業界自体
が人材不足であり, 弊社にITに詳しい
人材がいないのも現状の課題である。

• 年末調整控除申告書に関わるア
ナログな作業を減らし、効率を
上げることができた

• 今後の年末調整控除申告書の入
力作業が簡略化でき、データも
一括管理できるようになった

PCA Hub 給与明細/PCA Hub 年末調整

PCA Hub 給与明細は、給与明細書や賞与明細書等給与に関わる書類の電子配信を通じて社内業務の効率化とペーパーレス化を実現する

サービスで、印刷・封入・発送の手間を削減し、郵送費などの経費も削減可能。

PCA Hub 年末調整は、年末調整手続きをデジタル化し、業務効率化やヒューマンエラーの減少、書類の紛失リスクの軽減を実現する。

両サービスともに、PCA 給与シリーズと連携することで、シームレスなデータ同期により各作業の効率化を図ることができる。

九建設計株式会社

PCA Hub 給与明細 PCA Hub 年末調整
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背景と課題 人材育成とツールを使用した感想は？

本事業で感じた効果やメリットなど？ 将来の展望について

社会の動きに合わせて

ペーパーレス・作業効率化へ

ペーパーレスで人的作業が大きく削減

申請から交付までがスピーディーな支援金

総務部 係長

局 恵美氏

CASE 02  九建設計株式会社

小さな積み重ねが大きな作業効率化に
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11月にツールを導入し、年末調整控除申告書の提
出まで時間がない中ではありましたが、特に大きな
問題もなく対応することができました。社員全員が業
務上パソコンで仕事をするので、入力作業自体が大
変だったという声はほとんどなく、社員の協力もあり、
スムーズに完了できました。営業所が多数あり、配
付も回収も郵送でしているため、コストと日数がか
かっていました。年に一度の業務にはなりますが、
用紙の出力や封入、配布、回収の作業が減ったこと
は大きな変化となりました。

伴走支援では、セキュリティについての昨今の企
業に必要となる取り組みやソフトなどをご案内いただ
きました。弊社にとって何を優先すべきか、今後の課
題としてとらえていきたいと思います。

国税庁への毎年の年末調整控除申告書の提出に
ついて、これまでは国税庁から各用紙が社員の数だ
け送付されていたのですが、その用紙も近年はWeb
でダウンロードするようになり、国税庁への提出も
データでできるようになりました。弊社ではダウン
ロードした申告書を社内で印刷し、封筒に入れてか
ら各社員に配布し、各自手書きで記入後提出すると
いう作業が発生していました。もしそれが各自で入
力・提出とデジタルデータに移行できれば、配布・回
収までの事務作業が軽減され、データも毎年蓄積で
きるので社員の書類を記入する手間も省けるのでは
ないかと、この数年で検討していました。今回の本
事業の話をお伺いし、導入することになりました。

一番わかりやすいところでは、本事業の活用により
システム導入のコストを少しでも抑えられたことです。
弊社は技術部門の業務で数多くのシステムを使用し、
毎年多くの更新料がかかるため、総務での新たなシ
ステムの導入よりも技術部門を優先すべきだと考え、
今回のツールの導入を稟議にあげることに躊躇する
思いもありました。しかし、会社としての業務の改善・
効率化として受け入れられ、ありがたいことにデジス
キを活用できたことで導入がかないました。

また、本事業は他の支援金の申請よりも手間がか
からず、申し込みから交付まで短期間で進み、事業
のフットワークの軽さとサポート力も魅力だったと思い
ます。

今回のツールの導入は、年末に近かったこともあ
り、年末調整控除申告書の提出を優先して稼働させ
ました。年末年始の忙しさも終わりましたので、これ
からは給与明細の電子化の準備を進める予定です。
今後は給与明細もデータ管理に移行できれば、源
泉徴収票や年末調整控除申告書も併せて社員それ
ぞれがデータで確認できるようになるので、ペー
パーレス化にも大きく寄与でき、書類配布・提出など
の手間も省くことができるようになります。弊社は
市外・県外の支店もあるので、支店間での書類のや
りとりも郵送することもなくなり、便利になっていくと
思います。

新しいことを始めるまでの準備は大変ですが、一
度データ化できれば今後の作業効率は上がっていく
と思いますので、しっかり取り組んでいきたいです。



目指す姿 ビジョンが達成できない要因・課題

成果社内にてデジタル人材をどう育てていくか

導入したツール

C A S E

Webサイトは
こちら

代 表 梅木 嵩太

所在地 大分市羽屋新町二丁目1番1号

社員数 ４名

創 業 2015年
U R L https://gym-oita.com/

03
生活関連サービス業

娯楽業
GYM SHERPA

ジム業界に特化した顧客情報管理ツールで本業に専念

「リバウンドすることなくキレイになりたい」「引き締
まった筋肉を備えたカッコいい体になりたい」など、お客
さまそれぞれの目的達成に加えて、フィットネスを通じて
その先の人生においての「安定した幸せなマインド」の提
供・継続を目指してサポートする。

予約システムでは、1店舗あたり月に600件の予約が入ると想定されてお

り、それにすべて対応するとなると、トレーナーには非常に多くの時間と
労力が必要になる。スタッフがトレーニング指導業務に注力するために
ツール導入を図り、事務作業を削減することで最大のパフォーマンスを
発揮できると考える。

今後は、大分・別府地域で既存店含めて4 店舗の展開を予定。健康寿

命を伸ばすことや運動習慣のきっかけづくりを行い、地域社会への貢献
を目指す。

• 新規店舗オープンの入会手続き、予約受付等の事務作業を一連し
て行うことができるSaaS のツールを入れることにより、業務効率化を
図る。

• 150 名の目標会員数を掲げているので、オープンの事前入会に関し
ても人力でなく、IT ツールを使うことは必須。

• ツール導入により事務作業の時間が削減できれば時短労働にもつ
ながり、労働環境整備に生かせることを意識づける。

• 人材不足
• 顧客情報の不足
• スタッフ教育をする時間・制度をつ

くるのが難しい

• 作業効率を上げ、トレーナーの
指導業務に集中できる環境の構
築

• ３～５年の間で新規４店舗を展
開し、のちにフランチャイズ化
を目指す体制の構築。

hacomono

フィットネスやウェルネス業界

向けに開発されたクラウドサー

ビスで、会員管理、予約、決済

を一元化して効率的な施設運営

を支援。オンライン予約や自動

決済機能により顧客の利便性が

向上し、業務の効率化と顧客満

足度の向上を実現。また、柔軟

なカスタマイズオプションによ

り、施設のニーズに応じた最適

な運用をサポートが可能となる。

GYM SHERPA

店舗側 顧客側

お客様一人ひとりに寄り添ったサービス提供が可能に

• 入会
• 予約
• チェックイン
• 決済
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• 会員管理
• 予約管理
• メッセージ配信
• データ集計分析



背景と課題 人材育成とツールを使用した感想は？

本事業で感じた効果やメリットなど？ 将来の展望について

トレーナーが事務作業で手を取られないために 生産性の向上を実感

入会までのスマートな流れと

事務作業からの解放

代表取締役

梅木 嵩太氏

CASE 03  G Y M  S H E R P A

スムーズな業務運営をモデルケースに

他エリアへの出店も
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スマホやパソコンからの会員登録や予約、来店時
には入口のタブレットでチェックイン・アウトの認証と、
スタッフを介さずにスムーズな流れができています。
本事業の伴走支援と、システム会社からのカスタ
マーサービスもあるので、現状で困っていることは
特にありません。レクチャーを受けた内容をスタッフ
にも情報共有し、理解を深めて全員が活用しやす
い環境を維持していきたいと思います。

どのようなシステムを導入するにしても、これから
はITが使いこなせなければ実働効率を上げることも
できませんし、便利さも実感できないと思いますが、
若い世代のスタッフばかりなので、抵抗なく活用で
きていると思います。お客さまの中には50～60代の
方も多くいらっしゃいますが、ご説明すれば問題なく
利用いただけています。

新店舗オープンに向けての準備の際、プレオープ
ンの事前予約や体験の受付、キャンペーンが適用
できる機能のあるシステムを探していました。補助
金についても普段からチェックしており、その中で
本事業のサイトに出会いました。

スタッフがトレーナーとしての業務に支障をきたさ
ないための予約システムと、顧客情報のデータ管
理・蓄積を重要視し、事務作業の効率化を叶えた
いと考えていました。またマーケティングのデータ分
析をするためと、セキュリティや情報共有のしやす
さの観点から、紙ではなくデータでの管理をしたい
と考え、本事業の利用がツール導入の後押しにな
りました。

今回ツールを導入して、入会の申し込みは全て
ネットからご予約いただき、電話や対面での対応に
追われることなくオープンの準備に集中できました。

プレオープン中に感じたメリットは、手書きの申込
用紙からの入力作業がないことや、キャンセルが
あった場合、お客様へのフォロー連絡が自動でLINE
送信されていることなど、人的な事務作業がほとん
どなく、「hacomono」に助けられていることばかりで
す。ツールの魅力は、機能の組み合わせの自由度
の高さにもあります。キャンペーンや特典など、お客
さまによって異なる条件が設定でき、適用期間もそ
れぞれで対応できるなど、使い勝手の良さを感じて
います。顧客情報のデータの蓄積も順調に進んで
いるので、ツールによる有益性を実感しています。

システムの導入と利用にかかるコストは決して安
くはありません。現在２店舗目を立ち上げたタイミン
グで、本事業の支援金を受けることができたおかげ
もあり、予約システムの導入に着手することができ
ました。

このシステムが稼働でき、スタッフが本業であるト
レーナーとしての仕事に集中できる環境が整備で
きたので、スマートな集客でお客さまにも満足いた
だけるサービスの提供につなぎ、このモデルケース
を模倣した他エリアでの店舗展開の見通しもできて
います。目標の実現に向けて進めていきたいと思
います。



目指す姿 ビジョンが達成できない要因・課題

成果社内にてデジタル人材をどう育てていくか

導入したツール

C A S E

Webサイトは
こちら

代 表 渕 正二

所在地 竹田市久住町仏原1066-2

社員数 2名

創 業 平成元年8月
U R L http://minshuku-shiroyama.com/

04
宿泊業 民宿城山

“人の手”と“デジタルの力”をバランス良く、民宿らしさを生かした業務効率化

長湯温泉と七里田温泉の間の静かな山あいにある一軒宿。
自家栽培の新鮮採れたて野菜の料理を提供し、客室は穏や
かな景色が見渡せる寛ぎの和室で、ゆっくり体を休めるこ
とができる。敷地内にある三船温泉は炭酸水素塩泉と硫酸
塩泉の源泉かけ流しで、多くのファンが訪れている。

従業員の人手不足により、デジタルツールを導入することで省人
化し業務の効率化を図りたいと考えている。デジタルツールを
使った利便性の向上と、お客さまには「人」でしかできない心のこ
もったサービスの提供の融合を目指す。今回のツール導入をきっ
かけに売り上げの増加を目指し、他のデジタルサービスの導入も
検討していきたい。

• デジタルツールを導入して売り上げアップに繋げ、その利益でスタッ
フ増員を図る。社内の成長の中で信頼できるスタッフの発掘を行う。

• 発掘したスタッフには「お客さまへの利便性」「SNS などを活用した情

報発信」「会計システム等での省人化」などを叶えられる人材の育成
に繋げたい。

• デジタルツールではカバーしきれな
い人材の発掘や育成

• サービス業のどの業務にデジタル化
を導入すべきかに悩む

• 費用対効果がわかりにくい

• デジタルツール導入による人手
不足の解消と利益増

• 作業の効率化につなげながら、
お客さまには「人」にしかでき
ない温かいサービスを継続

QRfood

QRfoodJAPAN が提供する多言語

対応のモバイルオーダーサービ

スで、飲食店の顧客がスマート

フォンを使ってメニュー閲覧、

注文、決済までをスムーズに行

うことが可能。利便性を高める

だけでなく、オペレーションの

効率化やインバウンド需要の取

り込みにも貢献し、飲食店の運

営を総合的にサポートする。

民宿城山

店舗側 顧客側

• QRコード注文
• アプリ内決済
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• メニュー管理
• メニュー多言語対応
• 注文管理
• レシート領収書発行



背景と課題 人材育成とツールを使用した感想は？

本事業で感じた効果やメリットなど？ 将来の展望について

夫婦二人のマンパワーの限界から打破するために 直感で使いやすく、タイパ向上を実感

お客様にも利便性を感じていただける

win-win なツール

代表

渕 哲也氏

CASE 04 民宿城山

新しい事業につなげる一歩に
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各個室に設置した二次元バーコードから料理を注
文していただくと、厨房で印字した紙と、タブレットで
オーダーを受け取ることができます。オーダーを受
けにいくたびに調理の手を止めることや、個室と厨
房の往復していた回数が格段に減りました。また以
前は新しいメニューが出る際はメニュー表を作り替
えていましたが、システムを変更すれば済むように
なりました。お客様自身が選んで注文するので、こ
ちらのミスもありません。私たち裏方のほうも、直感
的にタッチできるように設計されており、タブレットで
簡単に操作できています。

さらに多言語対応もできるため、日本語のメ
ニューさえあれば、インバウンドのお客さまにも何
の問題もなくご利用いただけることも大きなポイント
だと思います。

当宿では宿泊のお客さまへの食事提供を夫婦2
人で分担しています。６つある個室のオーダー対応
と調理、配膳作業で手一杯となり、お客様とゆっくり
とコミュニケーションが取れないことと、2人での売り
上げに限界も感じていました。

普段から九州アルプス商工会様と経営課題など
についてお話しをすることがあるのですが、その際
に本事業について情報をいただき、デジスキを活
用して現状の課題が少しでも解決できる方法があ
るのではないかと考え、業務の効率化と売り上げ
アップのために二次元バーコードを使ったオーダー
システムを導入することを決めました。

業務効率化に繋がっていることが大きなメリットでは
ありますが、オーダーのしやすさのおかげもあって、ド
リンクの注文が１杯だったのが２杯に増え、料理も１品
加わるなど、追加注文が増えたり、飲み放題が対応で
きるようになったり、今まで難しいと思っていたことも可
能になりました。

デジタルの力に頼りすぎてしまうとお客さまとのコ
ミュニケーションが減ってしまうことや、接客の温かさ
が魅力の民宿のイメージが変わってしまうのではない
かと懸念していたのですが、効率が上がることでお客
さまへのメリットも生まれていると感じています。小規
模事業や地方の宿泊・接客業にはまだまだデジタル
化が浸透していない点もありますが、この事業の伴走
支援で世の中の動きや情報をいろいろと教えていた
だけるきっかけにもなり、DXに対する心構えも整いま
した。

デジスキを通じてさまざまな事例なども紹介してい
ただき、難しいと思っていたDXも、自分たちが取り
入れられることから始められるということもわかりま
した。大手飲食店では一般的になってきた配膳ロ
ボットの設置も将来的には見据えていけるのでは
ないかと思っています。

また、竹田市で多くなっている空き家を活用し、リ
ノベーションして一棟貸しの宿泊施設もいつかやり
たいという夢があるので、そこでチェックイン・チェッ
クアウトが遠隔で操作できる機能を取り入れること
も可能だと思いました。DXと人の手と、役割分担を
うまく取り入れることで、業態として新しいチャレンジ
ができそうだなと、これからが楽しみな未来が広
がっています。



目指す姿 ビジョンが達成できない要因・課題

成果社内にてデジタル人材をどう育てていくか

導入したツール

C A S E

Webサイトは
こちら

代 表 郷原真衣

所在地 大分市古国府2-2-1

創業 2015年
U R L https://www.basic-clean.com/

05
清掃業 株式会社ベーシッククリーン

作業効率化とコミュニケーション向上につながるDX

女性スタッフがメインになって、ハウスクリーニングと家
事代行サービスを行う。汚染問題等さまざまなことが環境
課題となり懸命されている中、“体と環境にやさしいお掃
除屋さん”を目指している。また地域密着の料金体系や独
自のサービス方針で、他社との差別化を図りながら、掃除
を通じてお客さまに驚きと感動を提供する。

10 年近い間、紙に記録してファイリングしてきた顧客情報を、
kintone を活用してお客様へのサービスの履歴情報の一元化を

図る。業務報告書（日報）の作成において、担当スタッフが記入す
る内容を統一化することで請求漏れなどの対応の遅れを防ぎ、
データ管理ができるようにする。また顧客管理が整理できること
で、リピーターへの積極的な販促活動ができ、更なるリピーター
の獲得が期待できる。

• スマホでの簡単な操作から徐々に慣らし、スタッフ全員がツールで作
業・閲覧できるようになり、情報の共有化が当たり前の状況をつくる

• 日報や業務報告書を徹底し、業務の状況把握・振り分けを行うこと
で適材適所の人材を配置していく。

• 煩雑な業務を見直し、効率化してできた時間を充てて、作業手順動
画などを作成し、マニュアル動画として人材育成に活用する

• 顧客の利用履歴や探したい情報がす
ぐに見つからないため、その作業に
は、現場スタッフや事務員など、複
数の人が関与する場合がある

• 顧客情報がスタッフごとに属人化し
ている

• スタッフ教育や人材の育成、人
材確保などの時間をつくること
ができた

• 県外への事業展開の手助け
• スタッフの仕事量の可視化によ

り迅速な対応につなげ、顧客の
獲得へつなげることができた

kintone

kintone はサイボウズのクラウドサービスで、プログラミングの知識がなくても、ノーコードでアナログ業務のシステム化や効率化を

実現するアプリを作ることができる。散在する帳票やExcelデータ、紙の書類の山、バラバラなシステムなど、業務を非効率にしている

困りごとを解決。事業や業種に合わせて自由に設計ができるので、状況に応じて改善を繰り返すことができるのも魅力の一つ。

株式会社ベーシッククリーン

日報管理 交通費申請 Q&A 顧客名簿 備品在庫管理 ファイル管理

作成可能なアプリの一例
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背景と課題 人材育成とツールを使用した感想は？

本事業で感じた効果やメリットなど？ 将来の展望について

分散した情報をまとめて作業効率化を進めたい
スムーズな情報把握と蓄積で

営業促進のきっかけに

コミュニケーションツールとしての役割も

CASE 05 株式会社ベーシッククリーン

社内の情報を一括管理するシステムに
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現在稼働を始めた機能は、見積と日報、顧客情
報の整理をメインに進めていますが、使いながらよ
りベストな形を探っている状況です。たくさんの項目
を詰め込みすぎると入力に時間がかかったりやり
づらい点も出てきたりすると思いますが、使いなが
ら内容をアップデートしています。
業務報告は、これまでスタッフそれぞれの書き方に
委ねていたものが、きちんとフォーマット化され、報
告内容の質も上がったことが大きな進歩になりまし
た。

また弊社が展開するサービスはリピーターのお客
さまがとても多いので、利用履歴などがすぐに把握
できる点にも高い利便性を感じています。次の利用
の営業促進にも積極的に動けるようになりそうです。

ゆくゆくは現場に出ているスタッフも、外出先から
情報を確認し、日報入力もできるようになればと検
討しています。

お客さまの顧客情報は紙をファイリング、日報や
報告はグループLINE、スケジュールは予定共有ア
プリで把握するなど、確認をする際もそれぞれをさ
かのぼらなければならないため、情報を探す作業
に手間がかかっていました。これから先、スタッフの
増員も見越して今のタイミングでアナログな管理か
らデジタルツールに移行して効率化を図りたいと、
この２、３年ほど考えあぐねていたところ、本事業に
めぐり合いました。

アナログな管理に慣れてしまったスタッフが多い
ので、新たなシステムを導入することに少し抵抗も
ありましたが、情報を一元化したかったので、これ
を機に「kintone」でのデータ管理をすることを決め
ました。

創業当時はスタッフ全員が現場での作業に追われ、
事務的な業務についてはしっかりとルールが設定でき
ていませんでした。今回kintone の立ち上げで、ゼロ
からイチにすることの大変さを実感していますが、メイ
ンに使うスタッフに協力してもらいながら、弊社にベス
トなツールとなるように、これから育てていきたいと思
います。

kintone がどこからでも使えるようになったことで、日
報の内容に対するスタッフへの返信やアドバイスと
いったスタッフのフォローをこまめにできるようになっ
たことも、本事業を活用した成果と実感しています。業
務の効率化が今回のシステム導入の目的でしたが、
社内のコミュニケーションツールとしても力を発揮する
大事なものになりました。

今後は、請求書の発行や勤怠管理なども取り入
れられたら、一番の理想形となりそうです。まずは
ハウスクリーニングやメンテナンス部門の情報管理
を整えて、グループ店であるサロンの方も併用して
くださるお客さまも多いので、ゆくゆくはそちらも一
貫してデータ管理ができるように連携を図っていき
ます。

弊社は、女性が社会で活躍するためにサポートを
する事業としてハウスクリーニングの業務からス
タートしましたが、近年では企業さま向けのサービ
スのご利用も増えてきました。よりよいサービスの
提供のために、ＤＸを活用してお客さまの問い合わ
せへ迅速に対応できる仕組みづくりを徹底し、今ま
で以上に信頼される存在となっていけたらと思いま
す。



目指す姿 ビジョンが達成できない要因・課題

成果社内にてデジタル人材をどう育てていくか

導入したツール

C A S E

Webサイトは
こちら

代 表 代表取締役社長 馬場ヒロ子

所在地 大分市上宗方124番地の1

社員数 389名

資本金 4,500万円 創業 1969年
U R L http://www.renkei-oita.co.jp/

06
警備業 日本連合警備株式会社

誰もが確実に任務をこなすことができる輸送ルートと動態管理の構築

創業から55年以上にわたって警備業界での豊富な実績と経
験を誇り、「安心に、品質を。」をスローガンに掲げ、常
に社会への新たな価値の提供を目指す。先端技術を積極的
に取り入れ、伝統的な警備サービスに革新をもたらすこと
で、顧客の安全と安心を最高の品質で保証する。

現金輸送車両の管理ソフトを導入することで、業務効率の向上と
リアルタイムでの車両管理を実現。このソフト導入を機に、各部門
にDX推進者を配置し、ツールを活用して業務改善を自主的に進

められる体制を整備する。これにより、部門ごとにデジタル化が
浸透し、DXを活用した業務改善の文化が育成されることを目指す。

• DX推進者を各部門に任命し、全社的なデジタルリテラシー向上のた
めの研修や事例共有を実施。また、DX部門がサポート役として機能

し、各部門が自立してデジタル化を推進できる体制を確立する。これ
により、全社的なデジタル化を加速し、対外的な提案においても今ま
での警備業にない新たな価値提案のできる企業を目指す。

• デジタルリテラシーの不足
• DX推進者となる人材の育成が十分に

行われておらず、各部門での自立し
たデジタル化が進んでいない

• 現在の業務が紙ベースや手作業に依
存しており、デジタル化の進展を妨
げている

• 輸送ルートの最適化と動態管理の
徹底による社内作業の効率化

• サービスのさらなるクオリティー
向上

ODIN動態管理

オンラインコンサルタントが提供する動態

管理システム。スマートフォンのGPS を追

跡し、リアルタイムの位置情報が記録でき

日報データの取り出しや進捗管理が可能。

配送業の業務を劇的に効率化し、コストを

削減、利益アップを図ることができる。今

いる場所を共有するだけではなく、リアル

タイムな位置情報を使って業務をどう効率

化するかにフォーカス。

日本連合警備株式会社

配送車側 指示側
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背景と課題 人材育成とツールを使用した感想は？

本事業で感じた効果やメリットなど？ 将来の展望について

自社の業務にフィットするシステムの必要性 ルートの可視化で業務改善につなげる

業務の負担にならず、

自然に受け入れられる受動的な機能を

専務取締役

平 皓己氏

CASE 06 日本連合警備株式会社

チームでアイデアを出し合い課題解決を

16

最大のメリットは、ルートが可視化できるように
なったことです。ルートがその都度確認ができ、輸
送する荷物についても、これまではメモやスタッフ
の記憶に頼ることが多かったことを、荷物の数など
端末からの指示で間違いなく業務を遂行できるよう
になりました。初めて現場に行く人も、新入社員も、
安心して現場に出ることができるサポート体制が
整ったと思います。

また、より効率的なルート構築ができるようになり
ました。例えば、今まで8時間かかっていたところが
7時間半になるといった、ルートの効率化ができると、
それによって脱炭素に向けて社会的な貢献にもつ
ながり、社員も長時間労働の防止や残業が減りま
す、社内全体の業務改善に焦点を合わせて進めて
いるところです。

今回導入した「ODIN動態管理」と類似機能を持つ
システムを以前使っていたのですが、オーバース
ペックで持て余していました。予算面も合わず、そ
のシステムは弊社にはフィットしていなかったため、
システムを見直すタイミングがきていました。また、
弊社の業務拡大に伴って輸送ルートが増え、コー
スが効率的に運用できていないという課題も浮か
び上がってきていました。

そこで、ルート管理と動態管理ができ、また配送ミ
スが絶対に起きない仕組みをつくり、現場に出るど
の世代のスタッフも扱うことができるように、スマー
トフォンでの操作ができるシステムを導入すること
になりました。

スタッフには高齢の方もいますので、負担にならない
よう、スマホを持っていくだけで機能するシステムを念
頭に置いて構築しました。

工夫した点では、機能を段階的にオープンしました。
まず扱える人からスタートして、機能を把握したメン
バーが次の人たちに教えていくやり方で、少しずつ使
える機能を増やすなど、無理のない流れをつくりまし
た。

新たなツールを導入する際、自社だけでは時間やコ
ストがかかりすぎてしまうという問題にぶつかります。
丁寧にスタートを切るためのスタートダッシュの役割と
して今回のデジスキがあったことがとてもありがたかっ
たですし、失敗しづらく、焦らずに取り組めたことを有
意義に感じています。

今後は、ルートの最適化により業務を効率化して
できた時間と予算を、社員教育のための研修や品
質向上に当てていくことがまさに目指すべき方向だ
と考えます。

また、オリジナルアプリ開発ができる「kintone(キ
ントーン)」をすでに社内で使用しているので、そちら
との連携も視野にいれて改善していきたいと思いま
す。

コストをかければ解決できる問題はいくらでもあり
ますが、それをいかに省コストで解決していくのか、
チームのメンバーが考えてくれている状況なので、
現状の取り組みとしてできることから少しずつ改善
を進めていきます。



目指す姿 ビジョンが達成できない要因・課題

成果社内にてデジタル人材をどう育てていくか

導入したツール

C A S E

Webサイトは
こちら

代 表 代表取締役社長 藤原忠和

所在地 大分市中春日町13-29

社員数 141名 資本金 1,000万円

創業 1962年 URL https://www.obk-bm.co.jp/

07
設備管理業 大分ビル管理株式会社

属人化の改善により社内のパフォーマンスを高める

建物の清掃管理を行う企業として創業して以来、ビルや施
設などの建物の設備や保安警備、営繕管理などのビルメン
テナンス業務を核に事業を展開。現在まで培ってきたもの
を基盤に多様なサービスを提供するため、さらなる技術向
上・ノウハウを習得し、より良いサービスや価値を既存領
域にとらわれることなくご提案し、提供することが私たち
の役割である。

デジタル技術を駆使して見える化を推進し、業務の効率化、生産
性の向上を図り、収益を向上させ社員の待遇改善を行いたい。そ
のために、業務を整理して見える化を図り、属人化した業務の標
準化、データ集計を活用した営業活動や改善活動に取り組む。

• 短期的には、紙で行っていた情報共有やワークフローをデジタルに
置き換えることで、ログイン率向上とツール利用に慣れる。

• 中長期的にはSalesforce の利用により常に可視化したデータを見る

ことで、デジタルデータを分析活用のできる人材育成につなげていき
たい。

• 紙やエクセル、システムなど、異
なる媒体に情報が点在している

• 社員の共通のプラットフォームが
ない

• 営業の記録を集積・可視化し、情
報共有ができる体制づくり

• 経営分析・戦略の基盤を固める

Salesforce

Salesforce が提供するクラウドベース

のＣＲＭプラットフォームです。

マーケティング、営業、カスタマーサ

ポートなど自社内の多くの部署にまた

がる顧客情報を一元的に共有できるこ

とが大きな特徴。またサービスの一つ

である「SalesCloud」は、AI を活用し

た先進的なCRM プラットフォームで、

リード管理、営業予測、顧客データの

一元化を通じて営業プロセスを効率化

し、顧客との関係性を深めるための

ツールを提供。

大分ビル管理株式会社

Salesforce
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背景と課題 人材育成とツールを使用した感想は？

本事業で感じた効果やメリットなど？ 将来の展望について

DXを取り入れた業務効率化と情報共有 クライアントの情報の積み重ねが会社の財産に

県のバックアップがツール導入の大きな後押しに

専務取締役

藤原 公氏

CASE 07 大分ビル管理株式会社

部署に合ったDXの使い方で

パフォーマンスを発揮

18

稼働し始めて１週間ほどなので、社員への教育ま
でたどり着いていませんが、ツールの入力画面に
慣れるところからスタートしています。頻繁に使用す
る項目が入力しやすい配置になるよう変更するなど、
レイアウトもカスタマイズもできるので、より使い勝
手のよい形にベースを整え、実際に使いながら改
善を繰り返しています。

お客様からの問い合わせ内容や提出した御見積、
進行中の作業状況、過去の作業内容など、クライ
アントのデータベースが少しずつ蓄積されていけば、
ゆくゆくはその情報が会社の大きな財産になってい
くと思います。最初から完璧にはできないと思いま
すが、どんな小さなことでも、こまめに入力する習慣
をつけていくことが第一歩になると思います。

社内にDXの必要性を感じ、営業ツールだけでなく、
労務管理など、何かの形で取り入れていきたいと
画策していました。今すぐに取りかかれる現実味の
あるものが、salesforceだと思い、導入する流れに
なりました。その際、デジスキのことを知り、せっか
く導入するのであれば支援金も活用したいと思い、
申請しました。

それまでに抱えていた課題として、業務に関する
情報のストック方法がバラバラで、一元化された情
報ではありませんでした。また業務に関わった社員
の記憶の中にだけ残っている情報や、属人化して
しまうことも多く、社内全体で情報共有ができてい
ないことによってお客さまにご迷惑をかけることにも
なってしまうので、管理方法を整理し直す必要性を
感じていました。

DXの推進は、企業にも必要不可欠なことですので、
県の事業としてサポートする体制があるのはとてもあ
りがたいことです。機材やシステムの導入は初期コス
トがかかりますが、その一部を支援していただけると
導入の促進になりますし、どんな分野の企業も、事業
の底上げになり、県内企業も活性化され、業績にも反
映されていくと思います。

また、DXについて何から取り掛かればいいのか悩
んでいる企業もあると思いますので、まず興味を持つ
こと、そして何か始めてみようという動機付けにもなり
ます。失敗を恐れていても、動いてみなければ何も変
わらないと思いますので、相談をするだけでも会社と
しての変革につながるのではないでしょうか。弊社も
デジスキのおかげで進化するきっかけをいただくこと
ができました。

顧客情報を一元化することを目的にツールの運
用を始めましたが、機能としては営業案件やスケ
ジュール管理、各データの保存などもできますので、
現場の担当者のスケジュールが連動できるように
なるとよりよくなると思います。

また総務や事務関係で別のソフトを検討していま
すので、そういったものも含め、将来的にはトータル
で管理していくことも視野に入れて進めていく予定
です。現状は、総務関係は請求書などのペーパー
レス化などを進めていきたいと考えています。

内勤・現場担当とでDXの使い方はそれぞれの役
割に合わせてよりよいパフォーマンスが発揮できる
よう、活用していきたいと思います。



目指す姿 ビジョンが達成できない要因・課題

成果社内にてデジタル人材をどう育てていくか

導入したツール

C A S E

Webサイトは
こちら

代 表 代表取締役 姫野桂一

所在地 臼杵市野津町野津市大字野津市497番地

社員数 16名

資本金 1,500万円

創 業 2006年
U R L https://oita-occ.com/

08
建設業 株式会社大分中央コンサルタント

RemoteViewで拠点間をつなぐ

臼杵市野津町で地場企業として官公庁をはじめ、民間企業
などの社会資本インフラの測量・調査・設計を行う。「融
和」「研鑽」「誠実」の社会の福祉と発展、自己の能力の
向上、規律を守り真摯な態度を理念とし、地域社会に貢献
し信頼される企業を目指す。

働きがいのある人間らしい仕事を意味する「ディーセント・ワーク」
を目指し、社員にとって働きやすい環境を整え、やりがいを持って
仕事をしてもらえる環境づくりに取り組んでいきたい。

そのための方法としてアナログ体系からデジタル体系へ移行し、
従業員の残業時間や休日出勤の削減に努め、ワークライフバラ
ンスや働きがいのある会社を目指す。

• デジタル人材育成の担当者を総務部で決め、アナログの業務をデジ
タル化し業務の効率化を図りたい

• 総務部から他部署へ、高齢の方やデジタルに抵抗のある従業員な
どにレクチャーし、デジタル化に取り組んでいきたい

• 会社全体のデジタルスキル向上と理解の為に講習会を定期的に
行っていきたい

• 建設業全体として、就業者の高齢
化、若者の持つイメージによる人
材不足

• 労働環境の急激な改善が難しく、
現場で働きたいという女性の雇用
に躊躇

• 業務の情報共有不足により、工程
管理、業務管理がうまくできてい
ない

• 従業員のワークライフバランスの
促進

• 各支店から作業データを共有でき
るようになり、作業効率が向上し
た

RemoteView

RSUPPORT の提供するリモートアクセス

ツールで、ブラウザから直接別拠点の

パソコンなどにアクセスが可能。ス

ムーズな操作感と安心のロック機能が

特徴で、まるで直接PC を操作している

かのような体験を提供す

る。通信の暗号化やアクセス制限など

のセキュリティ機能も充実しており、

プライバシー保護体制も充実している。

株式会社大分中央コンサルタント
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RemoteView 利用イメージ



背景と課題 人材育成とツールを使用した感想は？

本事業で感じた効果やメリットなど？ 将来の展望について

設計データの移動にかかる手間と

時間が作業の妨げに

データを運ぶ時間がなくなり

作業効率が大幅アップ

人材確保・戦力強化のための一つのツールに

代表取締役

姫野 桂一氏

CASE 08 株式会社大分中央コンサルタント

まずは実働の業務効率の地ならしから

20

RemoteViewを導入して間もないので、これから本格
始動していく予定です。現状の体感では使い勝手もよ
く、これまで膨大な量のデータを大変な思いをして持ち
運んで作業をしていたことに比べると、格段に時間効
率があがりました。また設置後すぐにデータを使えるよ
うになったことが一番大きな進歩です。

現在、社内でツールを利用している社員は設計担当
者がメインです。広く社員へ使い方をレクチャーするの
はこれからになります。伴走支援では、事務の担当者
がツールの使い方に加え、セキュリティー対策やクラ
ウドのストレージの知識についてもご指導いただいて
います。

同業他社の方も、設計担当が別の営業所にいる場
合は、おそらく同じ問題を抱えていると思いますので、
ぜひおすすめしたいです。

臼杵市にある本社には営業部と総務部、測量の
部門を置き、設計部のみ大分市にある大分支店、
そして杵築支店があり、そのスタイルで長年業務を
こなしてきました。ただこの数年で本社でも設計の
作業をするようになり、設計データが大分支店にあ
ることが作業上ネックに感じることが増えてきました。
これまでは本社で作業をする際、大分支店にある
データをUSBにコピーし、本社に持ち帰って作業を
していたので、時間的にも効率が悪く不便さを感じ
ていました。そこで、作業効率改善のために、ネット
を介してデータが共有できる流れをつくることを決
め、「RemoteView」を導入することにしました。

業務効率化のメリットに加え、社員の求人募集にも
今後効果が出てくると感じています。地方に本社を構
える企業は、特に若者は市外・県外に流出してしまう
ので、人材が集まりにくいのが現状です。ただ、大分
市など人口の多い地域に営業所があれば、求人の問
い合わせの数が変わってきます。営業所ごとでの部
門や作業が分かれてしまっても、遠隔で仕事ができる
体制があれば、人材確保にもつながっていきます。弊
社の場合は大分市内で勤務できるということがPRでき、
採用の可能性を広げることができるわけです。今回の
ツール導入は戦力強化の面にも大きな役割を担ってく
れています。

今は大分支店の一カ所に設計の全てのデータが
集約できている形がベストだと考えているのですが、
各支店から遠隔でつながる際に、データを共有する
速度が次の課題になっています。今回の本事業の
支援のおかげで十分便利になりましたが、一つか
なうと、またその先の便利さを求めてしまいます。ま
だまだ改良の余地があると思いますので、将来的
にはもっとうまくいくように改善するためのご相談が
できるといいと思います。

このように、運用する中で弊社にとってのデメリッ
トが今後も出てくると思いますので、使いながらより
よい方向に進むように整えていきたいです。そのほ
か、クラウドやデータ容量の問題についても検討事
項になると思います。



大分県 商工労働観光部 先端技術挑戦課


